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Ⅰ.経営発達支援実施事業の内容 

１．地域の経済動向調査に関すること（指針③） 

令和３年度実施調査（定期実施） 

 

緊急実施「コロナウイルス感染症影響調査」 

目的：新型コロナウイルス感染症の影響と管内事業所の現状を把握し、当所事業へ

の反映と行政や関係機関へ働き掛けするための情報収集として実施。 

実施時期：７月 

調査対象：会員、非会員問わずに実施。 

調査方法：巡回・相談来所時のヒアリング、メルマガへの掲載（ファクス回収） 

     ウェブ回答 

    回答件数：84件 

 

２．経営分析に関すること（指針①） 

支援内容 現状 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

経営分析セミナ

ー開催（目標） 
― ３回 ３回 ３回 ３回 ３回 

（実績）  ０回   １回 - - - 

（達成率）  ０％   33％ - - - 

経営分析件数

（目標） 
５０件 ６０件 ６０件 ６０件 ６０件 ６０件 

（実績）  １７０件 １２４件 - - - 

（達成率）  ２８３％ ２４３％ - - - 

 

・経営分析セミナーを年３回予定→１回開催し、小規模事業者１４社が参加。このほか

事業再構築補助金に関連して説明会を２回実施し、その中で経営分析について触れた。 

・当所独自補助金「中小企業活力アップ補助金」を実施（２年目）し、７６件の申請を

受理（事業実施７２件）。現状と事業目的、効果など最低限の内容で申請できるように

し、かつ補助金申請に不慣れな方でも活用できるように経営指導員の支援を受けること

を必須とした。また経営分析の意義を理解してもらうため決算書添付を求め、定量分析

等を実施した。 

調査名称 実施回数（回／年） 公表・共有 備考 

中小企業景況調査 ４回 相談所打ち合わせで共有 

報告書掲載（別冊） ＬＯＢＯ調査 １２回 会報誌で公開 

空き店舗調査 １回 ホームページ掲載 
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３．事業計画策定支援に関すること（指針②） 

 

支援内容 現状 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

計画策定件数

（目標） 
３０件 ５０件 ５０件 ５０件 ５０件 ５０件 

（実績）  １８８件 １０９件 - - - 

（達成率）  ３７６％ ２１８％ - - - 

 

 

・小規模事業者持続化補助金、いきいき支援事業（県補助金）について申請内容に応じて適

宜、計画作成を支援。さらに当所補助事業・活力アップ補助金等についても内容が複雑なも

のについては計画策定を支援した。 

 

 

４．事業計画策定後の実施支援に関すること（指針②） 

支援内容 現状 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

対象数（目標） ３０件 ５０件 ５０件 ５０件 ５０件 ５０件 

同（実績）  １８８件 １０９件 - - - 

フォローアッ

プ件数（目標） 

― ３００回 ３００回 ３００回 ３００回 ３００回 

同（実績）  ３３０回 ３９８回 - - - 

達成率  １１０％ １３２％ - - - 

 

 

・持続化補助金、いきいき支援事業（県補助金）、当所補助事業・活力アップ補助金等に係

るフォロー件数を集計した。 

・経営指導員１人当たり平均 15 事業所・約 56 回。１事業所当たりのフォロー回数は平均

3.6回となった。 
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５．需要動向調査（指針③） 

 

・「会津ブランドものづくりフェア」におけるテスト販売を想定していたが、コロナ禍によ

ってフェアそのものが開催されなかった。新年度事業では方法を見直す。 

 

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること（指針④） 

 

・全般的にコロナ禍において各種見本市、展示会等のリアル開催の多くが中止となったこと

から実施を見送った。オンライン参加はあったものの既存商品の販売が主のため、本報告に

は計上していない。 

・②おもてなしサイトへの出店促進も掲げたが、周知不足で出店に至らなかった。ＥＣ関連

のセミナーも開催したが、時節柄参加は低調だった（２回で計３７名（２７名、１０名）。

新年度はネットショップへの出店を促すセミナーを開催する。 

 

支援内容 現状 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

①ものづくりフェア調

査（目標） 
― ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 

同（実績）  ０社 ０社 - - - 

②地域外に対する需要

調査 
― ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 

同（実績）  ０社 ０社 - - - 

支援内容 現状 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

①見本市等出展の促進 ― ２０社 ２０社 ２０社 ２０社 ２０社 

 成約件数／社  ２件 ２件 ３件 ３件 ３件 

実績（出展／成約）  ０／０  ０/０ - - - 

②おもてなしサイト 

新規出店（目標） 
３社  １社 １社 １社 １社 １社 

 売上額／社（同）） ― １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 

実績（出店／売上）  ０／０  ０/０ - - - 

③対外プレゼンテーシ

ョンの強化（勉強会） 
― ２回 ２回   ２回   ２回   ２回   

実績  ０回   ０回 - - - 

④異業種勉強会（見本

市視察） 
― １回 １回 １回 １回 １回 

実績  ０回   ０回 - - - 
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Ⅱ.地域経済の活性化に関する取組 

 

  本計画においては、現状の把握とともに今後の経済振興等をテーマにした関係機関に

よる会議等において情報共有することとしており、以下の会議へ参加した。 

会議等名称 主たる参加団体 開催時期 

地域経済に関する情

報交換会 

福島県会津地方振興局、会津若松市、会津

若松公共職業安定所ほか 

開催なし 

会津若松市中小企業・

小規模企業未来会議 

会津若松市、県立会津大学短期大学部、市

内金融機関ほか 

７月２１日 

１２月 ３日 

１２月１６日 

 ３月１７日 

極上の会津プロジェ

クト協議会 

会津地方１７市町村、観光協会、商工団体、

交通事業者ほか 

４月２３日ほか 

会津ブランド推進委

員会 

会津若松市、会津若松観光ビューロー、Ｊ

Ａ会津よつばほか、※当所事務局 

２月２４日 

 

 

Ⅲ.経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

本年度（令和３年度）の参加状況は以下のとおり。 

会議等名称 主たる参加団体 開催時期 

しんくみ会津地域プ

ラットフォーム 

会津商工信用組合、会津喜多方商工会議

所、会津地区３商工会ほか 

開催なし 

小規模事業者経営改

善資金貸付推薦団体

連絡協議会 

日本政策金融公庫会津若松支店、会津地域

商工会、商工会議所 

７月、１２月 

オールふくしま経営

支援事業会津地域サ

ポート委員会 

中小企業診断士、税理士、当所経営指導員 毎月１回 

（計１２回） 

金融機関担当者会議 会津若松市内１０金融機関の融資・渉外担

当、当所経営指導員 

１２月 

 

２．経営指導員の資質向上等に関すること 

事業内容 具体的取組 

①若手や新人職員のスキルアップに向けた

定期的なＯＪＴやＯＦＦＪＴ 

・中小企業大学校研修（税務・財務診断） 

１名派遣 
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・経営指導員研修会（６月、１１月いずれも

オンライン） 

・補助員研修会（オンライン） 

・経営支援基幹システムＢＩＺミル研修会 

・中小企業診断士活用のセミナー受講 

②小規模事業者経営改善資金貸付推薦団体

連絡協議会 

７月、経営指導員７名参加。１２月、同６名

参加。マル経融資の実務ほか。 

③金融機関担当者会議 キャッシュレスについて学んだほか、当所

の経営支援状況、各金融機関の取り組み等

を情報交換した。 

④専門家ノウハウの取得 専門家相談会における同席や専門家派遣に

おける帯同を原則とし、終了後に事業者と

ともに振り返りを行う。 

（日商・経営相談体制強化事業、よろず支

援拠点の相談会等） 

⑤支援情報の共有 小規模事業者経営改善資金（マル経）審査

会において事前に審査案件検討会を開催

し、内容を共有。（令和３年度・２５件斡旋） 

月に１回指導内容を部内共有し、特異案件

を確認している。 

⑥事業計画等策定検討会議の開催 オールラウンドな支援能力を養うことを目

標とし、様々な業種・業界の特徴を把握す

ることとした。３年度は、当所独自補助金・

中小企業活力アップ補助金申請支援（７６

件）を各経営指導員・補助員が担当。事前の

内容審査会で補足説明をするプレゼンの場

を設けた。 
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外部評価について 

令和３年度実施状況外部評価会議 

 

開催日時：令和４年１２月１９日（月）午後１時～午後２時 

場  所：会津若松商工会議所会議室 

出席者 ：外部委員 

     黒須睦弘氏（福島県信用保証協会会津支店長） 

     菅原毅彦氏（福島県よろず支援拠点コーディネーター・中小企業診断士） 

 

外部委員の意見・評価等 

・経営分析、事業計画策定とそれに伴うフォロー件数が多いことは評価すべき。 

・その一方で実効性のある指導がどこまでできるかは評価が難しい。件数だけでなくメリハ

リや優先順位をつけてマンパワーを生かしてほしい。 

・未達項目については、やり方を検討して実施に向けて取り組むべき。 

・経営発達計画の趣旨上、市も取組に関与しているが、その関与の姿が見えづらい。 

・補助金は事業者支援の大きなポイントとなるが、感度の高い方だけでなく多くの方に利用

してもらいたい。実施後の売上増加等の確認は大切である。 

・商品をいかにバージョンアップしていくかという取組も必要。未達項目であり、今後はデ

ザイン等、市場で受け入れられるものにするにはどうするかというような調査事業を望む。 


